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メンタルヘルス対策
支援専門員派遣事業のご案内
　大規模災害等の発生により職員の惨事ストレス
の発生が危惧される地方公共団体等に臨床心理士
等の専門家を派遣し、メンタルヘルス対策を支援
しています。専門家派遣に要する費用は協会が負
担します。

支援の内容
個別面接、心の健康セミナー（一般職員向け・管理監督
者向け）、メンタルヘルスマネジメントに関する助言

お問い合わせは企画課まで

各事業の詳細は、当協会ホームページをご覧ください。
https://www.jalsha.or.jp/

安全衛生ハンドブック・事例集のご案内

地方公共団体における
効果的な安全衛生管理体制構築へ向けて2024
職員が安心して働ける職場づくりには、
日ごろの安全衛生活動が欠かせませ
ん。この事例集では、先進的な取組を
行う地方公共団体２団体と、民間企業
１社の実践例を紹介しています。

はじめの一歩から、より良い学校へ
公立学校の安全衛生ハンドブック
教職員の健康は、子どもたちの成長や
教育の質に直結します。このハンドブ
ックでは、管理職・教職員・教育委員会
などが取り組むべき基本事項や、衛生
委員会の実践例を紹介しています。

地方公共団体における
効果的な安全衛生管理体制構築へ向けて

2024
（地方公共団体の安全衛生管理体制に関する研究チーム報告）
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安全衛生に関する専門家派遣事業のご案内
　当協会では地方公共団体であれば業種を問わず、安全衛生の専門家を派遣しています。
いずれの事業も原則として地方公共団体の費用負担はありません。また、各事業の併用も可能です。

◦職場に潜む危険を見つけてほしい
◦プロの目から職場巡視をしてほしい
◦安全な作業方法か確認してほしい

職場巡視によって問題点を明らかに
して、職場環境の改善に向けたアドバ
イスを行います。
※研修を組み合わせることも可能です。

◦公務災害防止のポイントを学びたい
◦リスクに応じたアドバイスを受けたい
◦安全衛生に関する研修をしたい

現場や状況を確認したうえで、公務災
害防止のポイントなどをレクチャーし
ます。
※グループワークなども可能です。

◦適切な作業環境か調べてほしい
騒音／粉じん／熱中症の危険度／　
空気中の化学物質濃度　など

上下水道、清掃、病院などの事業場を
専門機器で測定し、結果報告書をお
渡しします。
※測定結果を基にした研修も可能です。（後日）
※労働安全衛生法で定められた測定にはなりません。

職場環境改善
アドバイザー 作業環境測定士公務災害防止対策

アドバイザー

詳しくは当協会ホームページ をご覧ください。
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